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1. 運営指導の目的は 

 

・保険給付の適正化 

・介護給付等対象サービスの質の確保・向上 

 

計画的に各事業所を訪問し、事業所の状況を確認しながら面談方式で

実施します。 

事業所の運営や報酬請求の状況、高齢者の尊厳保持等に関する理解

や取り組みについて確認し、必要に応じた助言や指導を行うことにより、保険

給付の適正化及び介護サービスの質の確保・向上を図ることを目的に行わ

れます。 

 

 

2. 指導の方法 

 

指導の形態と役割 

集団指導 ・講習会形式 

・正確な情報の伝達・共有による不正等の行為の未然

防止 

・集団指導で伝達した内容は、運営指導の確認ポイン

トになる 

運営指導 ・原則として 1月前までに通知し、実地で行う 

・頻度は 3年に 1 回とは限らない 

・介護サービスの質、運営体制、介護報酬請求の実施

状況の確認 

・集団指導で発信、伝達した情報の確認 
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3. 運営指導における指摘事項の種類 

 

種 類 内   容 改善報告書 

文書指摘 

関連法令等や指定基準等に違反すると

認められることから速やかな是正改善を求

める事項 

あり 

口頭指摘 
関連法令等の違反で軽微と認められる事

項 

なし 

助 言 
関連法令の違反とは認められないが、今

後の運営上、改善が望ましい事項 

なし 

 

 

4. 監査への変更 

 

監査は、人員基準違反や運営基準違反、不正請求、高齢者虐待等が

認められた場合やそのおそれ（疑い）がある場合に法第 76 条等に基づいて、

情報収集するとともに現地に入って検査を行い、事実関係を確認します。 

 

・町への通報・苦情・相談等の情報 

・国民健康保険団体連合会、地域包括支援センターへの苦情・相談 

・「介護給付適正化システム」の分析から特異傾向を示す事業者 

・「介護サービス情報の公表」の未実施情報 

など 
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5. 運営指導での確認項目及び確認文書 

介護保険施設運営指導マニュアルより(介護保険最新情報 1062) 

居宅介護支援   

個別サービスの質に関する事項 

確認項目 確認文書 

運 

営 

内容及び手続の説明 

及び同意 

（第 4 条） 

・利用申込者又はその家族への説明と同

意の手続きを取っているか 

・重要事項説明書の内容に不備等はな

いか 

・重要事項説明書 

（利用申込者又は家

族の同意があったことが

わかるもの） 

・内容及び手続きの説

明の理解にかかる利用

申込者の署名文書 

・利用契約書 

指定居宅介護支援の 

具体的取扱方針 

（第 13 条） 

 

・利用者の希望やアセスメントに基づき、

介護保険サービス以外のサービス、支援

を含めた総合的な居宅サービス計画を立

てているか 

・集合住宅等において、利用者の意思に

反し、同一敷地内の指定居宅サービス事

業者のみを居宅サービス計画に位置付け

ていないか 

・サービス担当者会議を開催し、利用者

の状況等に関する情報を担当者と共有

し、担当者からの専門的な見地からの意

見を求めているか 

・定期的にモニタリングを行っているか 

・利用者及び担当者への説明・同意・交

付をおこなっているか 

・担当者から個別サービス計画の提供を

受けているか（整合性の確認） 

・アセスメントシート 

・サービス担当者会議

の記録 

・居宅サービス計画 

・支援経過記録等 

・モニタリングの記録 

・個別サービス計画 
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個別サービスの質を確保するための体制に関する事項 

確認項目 確認文書 

人 

員 

従業者の員数 

（第 2 条） 

・利用者に対し、従業者の員数は適切で

あるか 

・必要な資格は有しているか 

・専門員証の有効期限は切れていないか 

・勤務実績表／タイム

カード 

・勤務体制一覧表 

・従業者の資格証 

管理者 

（第 3 条） 

・管理者は常勤専従か、他の職務を兼

務している場合、兼務体制は適切か 

・管理者の雇用形態が

分かる文書 

・管理者の勤務実績表

/タイムカード 

運 

営 

受給資格等の確認 

（第 7 条） 

・被保険者資格、要介護認定の有無、

要介護認定の有効期限を確認している

か 

・介護保険番号、有効

期限等を確認している

記録等 

運営規程 

（第 18 条） 

・運営における以下の重要事項について

定めているか 

1.事業の目的及び運営の方針 

2.職員の職種、員数及び職務内容 

3.営業日及び営業時間 

4.指定居宅介護支援の提供方法、内

容及び利用料、その他の費用の額 

5.通常の事業の実施地域 

6.虐待の防止のための措置に関する事

項 

7.その他運営に関する重要事項 

・運営規程 

勤務体制の確保 

（第 19 条） 

・サービス提供は事業所の介護支援専門

員・従業者によって行われているか 

・資質向上のために研修の機会を確保し

ているか 

・性的言動、優越的な関係を背景とした

言動による就業環境が害されることの防

止に向けた方針の明確化等の措置を講

じているか 

・雇用の形態（常勤・

非常勤）がわかる文書 

・研修計画、実施記

録・方針、相談記録 

業務継続計画の策定

等 

（第 19 条の２） 

・感染症、非常災害発生時のサービスの

継続実施及び早期の業務再開の計画

（業務継続計画）の策定及び必要な

・業務継続計画 

・研修及び訓練計画、

実施記録 
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措置を講じているか。 

・従業者に対する計画の周知、研修及び

訓練を実施しているか 

・計画の見直しを行っているか 

 

感染症の予防及びま

ん延防止のための措置 

（第 21 条の 2） 

 

・感染症及び食中毒の予防及びまん延の

防止のための対策を講じているか 

・感染症又は食中毒の予防及びまん延の

防止のための対策を検討する委員会を 6 

か月に 1 回開催しているか 

・感染症及び食中毒の

予防及びまん延防止の

ための対策を検討する

委員会名簿、委員会

の記録 

・感染症及び食中毒の

予防及びまん延の防止

のための指針 

・感染症及び食中毒の

予防及びまん延の防止

のための研修の記録及

び訓練の記録 

 秘密保持等 

（第 23 条） 

・個人情報の利用に当たり、利用者（利

用者の情報）及び家族（利用者家族

の情報）から同意を得ているか 

・退職者を含む、従業者が利用者の秘密

を保持することを誓約しているか 

・個人情報同意書 

・従業者の秘密保持誓

約書 

 広告 

（第 24 条） 

・広告は虚偽又は誇大となっていないか ・パンフレット／チラシ 

 苦情処理 

（第 26 条） 

・苦情受付の窓口があるか・苦情の受

付、内容等を記録、保管しているか 

・苦情の内容を踏まえたサービスの質向上

の取組を行っているか 

・苦情の受付簿 

・苦情者への対応記録 

・苦情対応マニュアル 

 事故発生時の対応 

（第 27 条） 

・事故が発生した場合の対応方法は定ま

っているか 

・市町村、家族等に報告しているか 

・事故状況、対応経過が記録されている

か 

・損害賠償すべき事故が発生した場合

に、速やかに賠償を行うための対策を講じ

ているか 

・再発防止のための取組を行っているか 

・事故対応マニュアル 

・市町村、家族等への

報告記録 

・再発防止策の検討の

記録 
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 虐待の防止 

（第 27 条の 2） 

・虐待の発生・再発防止のための対策を

検討する委員会を定期的に開催し、介

護支援専門員に周知しているか 

・虐待の発生・再発防止の指針を整備し

ているか 

・介護支援専門員に対して虐待の発生・

再発防止の研修を実施しているか 

・上記の措置を適切に実施するための担

当者を設置しているか 

・委員会の開催記録 

・虐待の発生・再発防

止の指針 

・研修計画、実施記

録・担当者を設置した

ことが分かる文書 

 

注 １）（ ）は指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成 11 年厚生省

令第 38 号）の該当条項 

注 ２）指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令

（令和3 年厚生労働省令第9 号）附則により施行期日の定めがある事項に係る確認項目及び確

認文書の取扱いは次のとおりとする。 

「運営規程」のうち虐待の防止のための措置に関する事項、「業務継続計画の策定等」、「感染症の予

防及びまん延防止のための措置」、「虐待の防止」 

令和 6 年 4 月 1 日より適用（令和 3 年 4 月 1 日から努力義務） 

 

「感染症の予防及びまん延防止のための措置」（第 21条の 2）について 

「介護現場における感染対策の手引き」を参照してください。 

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について（老

企第 22 号）から、感染対策委員会は、居宅介護支援事業所の従業者が

1 名である場合は、感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備す

ることで、委員会を開催しないことも差し支えない。 

 

 

 

 

 

 

 



- 7 - 
 

6. 令和 4年度の運営指導結果・留意事項について 

 

令和 4 年 10月から 12月にかけて、3事業所に運営指導を実施 

 

～人員基準に関すること～ 

➢勤務表に勤務実績が記録されていないため、勤務した実績が把握でき

ない 

人員基準は、常勤の従業者が勤務すべき時間数に達しているか確認して

いる。 

有休休暇等があった場合、予定と実績で変更が分かるよう書類を整備し

ておくこと。事業所の営業時間ではなく、実際の勤務時間を記入すること。 

 

➢出勤簿に従業者の出・退勤時間の記入がなく、使用者が労働時間を適

正に把握できていない 

労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置として、使用者は、

労働者の労働日ごとの始業・終業時刻を確認し、適正に記録することが求め

られます。（使用者は、タイムカード、IC カード、パソコンの使用時間などの客

観的な記録で確認してください） 

 

➢介護支援専門員一人あたりの利用者数 35対 1 を超えている 

取扱件数 1人当たり 35件は事業所全体の標準担当件数。 

36 件以上でも直ちに基準違反とはなりませんが、業務体制に影響が出な

いよう、利用者の数が 35又はその端数を増すごとに 1名増員するよう努めて

ください。 
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➢雇用契約書が現在の所属・業務内容と合っていない 

雇用契約書などの雇用形態が分かる書類は、就業の場所や従事する業

務の内容、労働時間に関する事項が明示され、勤務体制を把握するために

必要です。 

介護職員や訪問介護などの業務から配置転換が行われた後は、人員配

置、業務内容の変更に合わせて就業規則を確認し、現在の就労状況に合

わせた雇用契約書・辞令になっているか見直してください。 

 

 

 

～運営基準に関すること～ 

➢居宅サービス計画書（以下「ケアプラン」という。）を作成後、サービス事

業者に交付したことが確認できないものがあった ※減算対象 

利用者に同意を得たケアプランは、利用者だけでなくサービス事業者にも交

付しなければなりません。 

交付した日とともに交付した事業者が分かるように記録してください。支援

経過に記載する、受領書を書いてもらうなど 

 

※実際に交付していたとしても、交付したことが確認できない場合は、運営基

準減算に見なされる場合があります。 
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➢指定居宅介護支援の提供開始に際して、利用者への事前説明が適切

に行われていないものがあった ※減算対象 

利用者への事前説明は文書の交付に加えて口頭でも説明を行うとともに、

それを理解したことについて利用者から署名を得てください。 

署名が無いものは同意の確認には不十分ですので注意してください。 

 

・重要事項説明書 

居宅介護支援の開始時には、 

a サービス事業者の選定理由の説明を求めることができること 

b複数のサービス事業者を紹介するよう求めることができること 

c前 6 ケ月間にケアプランに位置づけた各サービスの割合等の説明 

について文書で交付 注）前期・後期を間違わず差替えること 

・個人情報利用の同意書（家族からの同意も必要） 

・ケアプラン（第 6 表サービス利用票含む） 

 

※重要事項説明書に同様の内容が記載されていれば、別途同意書を取る

必要はありません。 

 

➢研修会に関する資料、記録が適切に保管されていなかった 

居宅介護支援事業所は介護支援専門員の資質向上を図る研修の機会

を確保しなければなりません。 

管理者は、年間研修計画を作成し、外部研修・内部研修を実施または

参加した場合は、研修記録（報告書など）を作成してください。 

 また、研修記録（報告書など）は資料とともにファイルに保管してください。 

 外部研修に参加した後は、他の従業員に内部研修を設けて情報共有を

図るようにしてください。 
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～個別サービスに関すること～ 

➢解決すべき課題の把握（以下「アセスメント」という。）に当たって利用

者の居宅を訪問し、利用者及びその家族に面談して行われたことが確認で

きないものがあった ※減算対象 

 利用者宅を訪問せず、利用者及び家族に面接していない場合、運営基準

減算の対象になります。 

ケアプラン原案の作成、サービス担当者会議の前に自宅を訪問し、利用者

家族と面談したうえでアセスメントが行われたことを支援経過に記録すること。 

 

➢第 2 表 サービスを利用することで達成される長期目標、短期目標がプ

ランに設定されている 

 目標にサービスする内容や運にまかせたことを書かない、自立に向けたプラン

を意識する 

解決すべき課題 長期目標（ゴール） 短期目標 サービス内容 

シャワー浴で済ませてい

るため、一人で湯舟に

入れるようになりたい 

デイに通って定期的に

入浴できる 

入浴して清潔を保つ 

定期的に入浴し気分

転換できる 

短期目標を達成するた

めの手段 

・ 

・ 湯舟に入って温まること

ができる 

浴槽を跨いで出入りで

きる 

 

解決すべき課題 長期目標（ゴール） 短期目標 サービス内容 

転倒の危険があり、居

室から出ることができな

い。台所やトイレに歩い

て行けるようになる 

安全に移動ができる 

怪我無く移動できる 

歩行器を使い移動がで

きる 

排泄介助が受けられる 

短期目標を達成するた

めの手段 

・ 

・ 廊下の手すりを安全に

活用して移動できる 

手すりをしっかり握れる 

敷居を跨ぐため片足立

ちができる 
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➢福祉用具貸与、福祉用具販売を位置付ける場合に、ケアプランへ理由

が記載されていない 

ケアプランに福祉用具貸与、福祉用具販売を位置付ける場合にはサービ

ス担当者会議を開催し、その利用の妥当性の検討したうえで、必要な理由

を記載しなければなりません。継続して貸与を受ける必要がある場合について

も同様です。 

ケアプランやサービス担当者会議の要点には、妥当性を検討し、必要な理

由が確認できるよう、関係者の意見を記載すること。 

 

ケアプラン点検でよく聞く、福祉用具が必要な理由 

・病院、家族から退院前に準備してほしいと言われた 

・ベッドを持っていないから 

・部屋が散らかって、寝る場所を確保したい 

・ベッドの上でご飯を食べたいから 

・ベッドを起こして趣味活動をしたい  など 

 

軽度者でなくても理由が不適切なもの、他の方法で解決可能な貸与は、

介護給付適正化の観点から給付が認められるわけではありません。 

※理由について不適切と判断される場合には、福祉用具の返却や他の用具

への変更を検討していただきます。 

 

更新認定で要介護 3 から軽度者になるような、身体機能等に改善がみら

れていても、福祉用具が見直されていないケースがあります。 

認定結果により返却するといったことのないよう、状況に合わせケアプランを

見直してください。 

参考：自立支援・重度化防止に向けたケアマネジメント 

6.ケアマネジメントプロセス (1)ケアマネジメントの手順 ⑦モニタリング・評価 

7.課題整理総括表 第 4表 サービス担当者会議の要点 

8.軽度者に対する福祉用具貸与の例外給付について 
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➢医療系サービスを位置付ける際に、主治医の指示を確認していなかった 

 ケアプランに医療系サービスを位置付ける場合、主治医の指示を確認し、

記録すること。主治医に意見を求め、ケアプランを交付したことが確認できる記

録を残すことが必要です。 

 指示を得ることができない場合には、そのことを支援経過等に記録してくださ

い。 

ア 確認すべき内容 

  指示内容と指示期間等を確認し、記録する。 

イ 確認方法の例 

①医療機関への確認（主治医への聞き取り、受診時に同行） 

②主治医意見書での確認（※ケアプランに主治医の意見も反映させる

ため、意見書のチェックのみで終わらず指示も確認すること） 

居宅療養管理指導を行った場合は、居宅介護支援事業者に対し、ケアプランの策定等に必要な情

報提供を行うことになっている。居宅療養管理指導を算定している利用者については、当該情報の活

用もできる。 

 

 ウ 医療保険の訪問看護を位置付ける場合 

①厚生労働大臣が定める疾病等に該当する利用者 

【厚生労働大臣が定める疾病等】厚労告第 94号第 4号 

①末期の悪性腫瘍、②多発性硬化症、③重症筋無力症、④スモン、⑤筋萎縮性側索硬化症、⑥

脊髄小脳変性症、⑦ハンチントン病、⑧進行性筋ジストロフィー症、⑨パーキンソン病関連疾患、⑩多

系統萎縮症、⑪プリオン病、⑫亜急性硬化性全脳炎、⑬ライソゾーム病、⑭副腎白質ジストロフィー、

⑮脊髄性筋萎縮症、⑯球脊髄性筋萎縮症、⑰慢性炎症性脱髄性多発神経炎、⑱後天性免疫不

全症候群、⑲頚髄損傷、⑳人工呼吸器を使用している状態 

   ②利用者が、急性増悪等より一時的に頻回の訪問看護を行う必要が

ある旨の特別指示があった場合 

※高額療養費制度が利用可能 
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➢ケアプランに位置づけられているサービス担当者がサービス担当者会議に

出席していない、欠席者への照会が行われていない ※減算対象 

「軽微な変更」である場合を除き、担当者全員が参加する必要があります。

福祉用具業者、医療サービス関係者がサービス担当者会議に出席していな

い場合が見受けられます。 

サービス担当者会議に出席できない事業者には、文書による照会を行うこ

と。その際、照会内容は「何か意見があれば記入してください」などの依頼では

なく、会議の目的や支援に際してどのような留意事項が予想されるのか明確

にしたうえで、専門的な意見を回答してもらうこと。 

 

照会の例）確認が必要な支援内容、状態変化時における対応、目標を達

成するためにサービス事業者が行う支援や工夫、利用者の希望する支援へ

の回答、目標達成が難しい状況（阻害要因）など 

 

回答は可能な限り会議の前にもらい、ケアプランに反映させるようにしてくだ

さい。 

 

サービス担当者会議の要点に、本人や参加者の意見が記載されていない

記録が見られます。実際に出席したか、会議が開催されたか判断できません

ので、本人を含め出席した担当者の意見を必ず記載するようにしてください。 

 

軽微な変更の解釈は、ローカルルールが多いため、ケアマネの判断で軽微

な変更にしない。迷ったら開催するという判断が必要です。軽微な変更と判

断した理由は、支援経過等に詳しく記録するしてください。 

 

参考：自立支援・重度化防止に向けたケアマネジメント 

6.ケアマネジメントプロセス (1)ケアマネジメントの手順 ④サービス担当者会議 

7.課題整理総括表 第 4表 サービス担当者会議の要点 
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➢モニタリング結果などの必要な情報が、支援経過(第 5表)に記録できて

いない。利用者との面談が確認できない。 ※減算対象 

介護支援専門員が 1 月に利用者の居宅を訪問し、利用者に面接してい

ない場合には減算して請求することになります。 

 利用者と面接したことが確認できるように記録してください。 

ポイント 

①支援経過は、介護支援専門員等がケアマネジメントを推進する上での判

断の根拠や介護報酬請求に係る内容は忘れずに記録します。 

・軽微な変更の根拠 

・ターミナル加算の訪問日、入院による情報提供した日  など 

 

②介護報酬請求に係る内容を項目ごとに整理して記載すること。 

 

③モニタリングを通じて把握した利用者や家族の意向・満足度、目標の達

成度、事業者との連絡調整、書類交付の記録のほか、ケアプランの変更の必

要性も記載する。毎月同じ内容をコピーしているだけでは不適切。 

 

④共通でない略語や専門用語は用いず、誰もが理解できるように記載する。

日時、曜日、対応者、記載者（署名）、利用者や家族の発言内容等 

 

⑤支援経過は個人的なメモではなく、公的な記録。曖昧で抽象的な表現、

根拠のない予想、個人の判断、感情的な表現は記載しない。 
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～評価できる取り組み～ 

・運営指導後から、自己点検シートを活用して点検することにした。 

・利用票に押印をもらった日付を記入している。 

・提供した書類はＦＡＸなどで受領書をもらっている。 

・事業所内でケースの対応を話し合っている。 

・新規ケースについて、法人内で検討している。 

・利用者の状況をサービス事業者にＦＡＸで照会し確認している。 

・事業計画の中に毎月研修を取り入れている。 

・法人の定期点検を受けている。 

・事業所の外の環境美化、明るい対応を心がけている。 

 

 

～まとめ～ 

➢管理者（主任介護支援専門員）は、基本方針をはじめとして、具体的

取扱方針などの法令に基づく事項の遵守、適切な居宅介護支援が提供さ

れているか確認するとともに、指定居宅介護支援の質の評価を行うよう努め

てください。 

 

➢間違った認識により遡って過誤が発生しないよう、定期的に加算や運営基

準の要件をチェックしてください。 

 

➢支援経過は、事業所の公的書類としての位置づけであり、箇条書きを活

用するなど分かりやすく記載すること。利用者や事業者に対する敬語や丁寧

語を多用しない。 

 

 
 



- 16 - 
 

 

事業者の求められる「法令遵守」 

重要：日常的なコンプライアンス体制の確保が必要 

（１）介護保険制度において、介護サービス事業者・施設の義務とは 

① 要介護者及び要支援者の人格を尊重すること 

② 介護保険法又はそれに基づく政令・省令を遵守すること 

③ 要介護者又は要支援者のために忠実にその職務を遂行すること 

④ 上記の業務の履行が確保されるよう、業務管理体制を整備すること 

 

（２）「法令遵守」（＝コンプライアンス）とは 

            ① 指定の取消処分などの事由になるような行為をしないこと 

② 人員、設備、運営基準などを守り、法律にのっとったサービスを提供すること 

 

～ 「知らなかった」 という言い訳は、通用しない！～ 

 

 

※南部町 HP>健康・福祉>介護保険>介護保険事業者向け情報 

http://www.town.aomori-nanbu.lg.jp/index.cfm/7,0,26,335,html 

 指定居宅介護支援事業所の実地指導について 

             ○事前に提出していただく書類 

              ２ 自己点検シート（人員・設備・運営編） 

              ３ 自己点検シート（介護報酬編） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

根拠法令等 

○介護保険法 

○南部町指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例  

○南部町介護予防支援事業者の指定に関し必要な事項並びに指定介護予防支援等の事業の人員及び

運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例 

○指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福

祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施

上の留意事項について（平成 12年老企第 36号） 

 

年に１回 

確認！ 


